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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

第１四半期連結
累計期間

第80期
第１四半期連結
累計期間

第79期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高　　　　　　　 （百万円） 5,075 2,722 24,771

経常利益　　　　　　 （百万円） 284 285 354

四半期（当期）純利益 （百万円） 168 176 62

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△411 △90 △867

純資産額　　　　　　 （百万円） 19,990 19,201 19,535

総資産額　　　　　　 （百万円） 45,997 42,909 41,942

１株当たり四半期（当期）純利益

金額　　　　　　　　　　 （円）
4.24 4.42 1.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　 （円）
－ － －

自己資本比率　　　　　　 （％） 43.46 44.75 46.58

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。

３．売上高には、消費税等は含まれていない。

４．第79期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものである。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により多方面にわたる影響を受けた企業の生産

活動や個人消費が徐々に回復の兆しを見せるようになったものの、円高の影響もあり依然不透明な状況のなかで推

移した。

　当業界においては、民間設備投資は慎重なものがあり、公共投資も総じて低調で受注競争の激化も依然改善する

ことなく極めて厳しい状況で推移した。

　このような状況の中、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,722百万円（前年同期は5,075百万円）、利益につ

いては、営業利益は224百万円（同286百万円）、経常利益は285百万円（同284百万円）、四半期純利益は176百万円

（同168百万円）となった。

　これをセグメント別で見ると、売上高については、鉄構建設事業は2,346百万円（同4,677百万円）、不動産事業は

376百万円（同397百万円）となり、営業利益については、鉄構建設事業は48百万円（同128百万円）、不動産事業は

175百万円（同158百万円）となった。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、組織構造の変更に伴い報告セグメントを従来の「建設事業」「鉄構事

業」及び「不動産事業」の三事業から「鉄構建設事業」及び「不動産事業」の二事業に変更している。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はなく、新たな課

題は生じていない。

 

（３）研究開発活動

  当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は51百万円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株)
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数
（株）

(平成23年８月５日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 40,763,046 40,763,046

東京証券取引所

市場第一部

札幌証券取引所

単元株式数100株

計 40,763,046 40,763,046 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項なし

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成23年４月１日～

　平成23年６月30日
－ 40,763,046 － 3,000 － 1,658

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

　    ①【発行済株式】　　

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

　普通株式　63,700
－ 　　　　　－

完全議決権株式（その他）
　普通株式

        40,678,100
406,781　　　　　－

単元未満株式
　普通株式

            21,246
－

１単元（100株）　

未満の株式

発行済株式総数 40,763,046 － －

総株主の議決権 － 406,781 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれており、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれている。

 

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱巴コーポレーション
東京都中央区勝どき四丁目

５番17号
63,700 － 63,700 0.15

計 － 63,700 － 63,700 0.15

　（注）割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示している。

２【役員の状況】

　該当事項なし
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】
　　
　　

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,693,577 5,519,058

受取手形・完成工事未収入金等 ※1
 3,875,279

※1
 1,967,783

未成工事支出金 4,720,684 6,172,986

材料貯蔵品 150,468 163,841

販売用不動産 320,030 316,184

繰延税金資産 555,277 443,428

その他 1,120,432 497,067

貸倒引当金 △14,439 △4,044

流動資産合計 14,421,311 15,076,305

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 5,574,470 5,513,173

土地 11,134,878 11,134,878

その他（純額） 1,597,254 1,767,816

有形固定資産合計 18,306,602 18,415,868

無形固定資産 194,898 197,453

投資その他の資産

投資有価証券 7,985,130 8,195,694

繰延税金資産 9,053 9,891

その他 1,025,980 1,014,404

貸倒引当金 △139 △23

投資その他の資産合計 9,020,025 9,219,967

固定資産合計 27,521,526 27,833,289

資産合計 41,942,837 42,909,595
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,814,412 3,368,076

短期借入金 3,911,979 6,618,723

1年内償還予定の社債 1,120,000 1,120,000

未払法人税等 44,371 10,936

未成工事受入金 1,507,761 1,652,532

工事損失引当金 761,000 766,000

その他の引当金 292,043 102,631

その他 513,981 482,857

流動負債合計 11,965,548 14,121,757

固定負債

社債 3,080,000 2,570,000

長期借入金 3,240,131 3,100,529

繰延税金負債 2,308,472 2,105,998

引当金 223,600 237,312

その他 1,589,680 1,572,809

固定負債合計 10,441,885 9,586,650

負債合計 22,407,433 23,708,407

純資産の部

株主資本

資本金 3,000,012 3,000,012

資本剰余金 1,749,049 1,749,049

利益剰余金 14,688,240 14,620,158

自己株式 △332,734 △332,753

株主資本合計 19,104,567 19,036,467

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 430,835 164,720

その他の包括利益累計額合計 430,835 164,720

純資産合計 19,535,403 19,201,187

負債純資産合計 41,942,837 42,909,595
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 4,677,506 2,346,706

不動産事業売上高 397,772 376,275

売上高合計 5,075,278 2,722,981

売上原価

完成工事原価 4,109,420 1,917,751

不動産事業売上原価 186,519 176,450

売上原価合計 4,295,939 2,094,201

売上総利益

完成工事総利益 568,085 428,955

不動産事業総利益 211,253 199,824

売上総利益合計 779,338 628,780

販売費及び一般管理費 492,854 404,752

営業利益 286,484 224,027

営業外収益

受取利息 269 392

受取配当金 67,483 129,384

その他 5,033 20,477

営業外収益合計 72,786 150,255

営業外費用

支払利息 41,614 40,833

退職給付会計基準変更時差異の処理額 22,223 22,223

その他 11,217 25,556

営業外費用合計 75,055 88,612

経常利益 284,215 285,670

特別利益

貸倒引当金戻入額 23,066 －

株式受贈益 50,931 －

特別利益合計 73,997 －

特別損失

固定資産除却損 658 2,444

投資有価証券評価損 － 6,730

損害補償損失 － 2,540

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 20,178 －

その他 4,000 927

特別損失合計 24,836 12,643

税金等調整前四半期純利益 333,375 273,027

法人税、住民税及び事業税 59,696 5,824

法人税等調整額 104,692 91,088

法人税等合計 164,388 96,913

少数株主損益調整前四半期純利益 168,986 176,113

四半期純利益 168,986 176,113
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 168,986 176,113

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △580,838 △266,114

その他の包括利益合計 △580,838 △266,114

四半期包括利益 △411,852 △90,000

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △411,852 △90,000

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項なし

　

【会計方針の変更等】

該当事項なし

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　原価差異の繰延処理 　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までに

ほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（未成工事支出金）と

して繰り延べている。

　　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

１．※１ 受取手形割引高　  　　　　　　 138,830千円

　

２．保証債務

     下記会社のＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約につい

　 て連帯保証を行っている。

１．※１ 受取手形割引高　　　　　　　　　53,530千円

　

２．保証債務

　   下記会社のＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約につい

　 て連帯保証を行っている。

門真市立中学校ＰＦＩ事業㈱ 229,885千円 門真市立中学校ＰＦＩ事業㈱ 229,885千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 156,758千円 減価償却費 137,645千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 244,198 6 平成22年３月31日平成22年６月30日 利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 244,195 6 平成23年３月31日平成23年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
 

報 告 セ グ メ ン ト　 　
　
　

調整額

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）

建設事業 鉄構事業 不動産事業 計

売上高                         

(1)外部顧客への売上高 714,2673,963,238397,7725,075,278－ 5,075,278

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 714,2673,963,238397,7725,075,278－ 5,075,278

セグメント利益又は損失（△） △4,198132,517158,165286,484 － 286,484

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。　

　　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
 

報 告 セ グ メ ン ト　 　
　
　

調整額

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）

鉄構建設事業 不動産事業 計

売上高                     

(1)外部顧客への売上高 2,346,706376,2752,722,981－ 2,722,981

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 2,346,706376,2752,722,981－ 2,722,981

セグメント利益 48,319 175,708 224,027 － 224,027

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結累計期間より、組織構造の変更に伴い報告セグメントを従来の「建設事業」「鉄構事

業」及び「不動産事業」の三事業から「鉄構建設事業」及び「不動産事業」の二事業に変更している。

　なお、変更後の事業区分による前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は以下のとおりである。

　

　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
 

報 告 セ グ メ ン ト　 　
　
　

調整額

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）

鉄構建設事業 不動産事業 計

売上高                     

(1)外部顧客への売上高 4,677,506397,7725,075,278－ 5,075,278

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 4,677,506397,7725,075,278－ 5,075,278

セグメント利益 128,319 158,165 286,484 － 286,484

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4円24銭 4円42銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 168,986 176,113

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 168,986 176,113

普通株式の期中平均株式数（千株） 39,825 39,825

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項なし

 

２【その他】

　該当事項なし
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月５日

株式会社巴コーポレーション

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河野 　明　 　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 楢崎　律子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴コーポ
レーションの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日
から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴コーポレーション及び連結子会社の平成23年６月30日現在の
財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　 

以　上

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　期報告書提出会社）が別途保管している。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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